
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

位 置 ：岐阜県羽島市福寿町平方地区 

    （羽島市平方第二土地区画整理事業の保留地） 

面 積 ：約3ha 

 

 

 

 ４ 建設用地 

（岐阜市の南部・羽島市 

・岐南町 ・笠松町） 

建設用地 

 
 
5 つの基本方針と構成市町の意向を考慮し、企業への

アンケート調査、ヒアリングの実施、一般廃棄物処理施設
技術検討委員会での検討を踏まえて、以下 4 つのごみ処
理方式を選定しました。 

 

 

 

 

 
  

① 計画目標年次： 令和10 年度（2028 年度） 
 

② 処理対象ごみ量： 34,903t/年 

（災害廃棄物を含む） 
 

③ 施 設 規 模： 130ｔ/日（65ｔ/日×2 炉） 

（災害廃棄物を含む） 

 ２ 施設整備の基本方針 

 ３ ごみ処理の基本事項 

安全で 
安心できる施設 

周辺環境に 
調和した施設 

 
岐阜羽島衛生施設組合（以下「本組合」）は、ごみ及びし尿の共同

処理を目的とした岐阜市、羽島市（し尿を除く）、羽島郡岐南町、羽
島郡笠松町（以下「構成市町」）から構成される一部事務組合です。 

本組合では昭和40 年2 月に、岐阜市境川地内においてごみ処理
施設を建設し、平成7年3 月に施設を更新して共同処理をしてきま
したが、地域住民との覚書により、平成28 年4 月から施設の稼働
を停止しています。そのため、本組合では構成市町の安定的、継続
的なごみ処理体制を再構築すべく、平成28 年6 月に新たな建設用
地を羽島市福寿町平方地区に決定し、次期ごみ処理施設整備事業を
進めています。 

今回改定する「岐阜羽島衛生施設組合 次期ごみ処理施設整備基
本計画（改定案）」は、平成30 年３月に策定した前計画から、地域
貢献施設の機能について具体的に記載したほか、ごみ処理実績や災
害想定の変更等を踏まえて計画の見直しや追加を行っています。 

 

ごみ処理方式の選定結果 

① 焼却施設（ストーカ式） 

② 焼却施設（流動床式） 

③ ガス化溶融施設（シャフト炉式） 

④ ガス化溶融施設（流動床式） 

周辺環境に配慮し、環境への負荷を極力低減するため、法に定める基準より厳しい自主基準値を設定します。 

次期ごみ処理施設における主な自主基準値は以下のとおりです。 
 
① 排ガス 

項 目 法規制値 自主基準値 

ばいじん 0.08g/m3N 0.01g/m3N 

硫黄酸化物 
K値※＝11.5 

（約2,000ppm）
K値≒0.12 

（約20ppm） 

塩化水素 430ppm 40ppm 

窒素酸化物 250ppm 30ppm 

ダイオキシン類 1ng-TEQ/m3N 0.01ng-TEQ/m3N

水 銀 30μg/m3N 30μg/m3N 

一酸化炭素濃度

100ppm 
（1時間平均） 

30ppm 
（4時間平均） 

100ppm 
（1時間平均） 

30ppm 
（4時間平均） 

 

 企業アンケート調査の結果、概算建設費と概算運営費

は以下のとおりとなります。 
 

項 目 金額（消費税抜き） 

概算建設費 140 億円 ～ 178 億円 

概算運営費 

（20 年間） 
73 億円 ～ 145 億円 

 

① 余熱利用の基本方針：発電を優先します。 

② 熱 交 換 設 備：廃熱ボイラ方式とします。 

③ エネルギー回収率：16.5％以上を目標とします。

 次期ごみ処理施設の供用開始は令和10 年度（2028 年度）を目標としています。 
項  目 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10年度

① 施設基本計画           

② 環境影響評価           

③ 都市計画決定           

④ 用地取得           

⑤ PFI等導入可能性調査           

⑥ PFI等の要求水準書（案）の作成           

⑦ 事業者選定           

⑧ 建設工事（実施設計含む）           

⑨ 施設の供用開始           

 ６ 公害防止計画 

 ７ 余熱利用計画 

 10 施設整備スケジュール 

岐阜羽島衛生施設組合 次期ごみ処理施設整備基本計画（改定案） ■概要版■ 

資源及び 
 

優れた施設 

 １ 計画策定の背景と目的 

令和２年１月 

 ９ 概算事業費 

 ５ ごみ処理方式の選定 

見直し

経済性に 
優れた施設 

災害時に 
対応できる施設 

③ 騒音 

項 目 
昼 間 

午前8時～午後7時 

朝 夕 

午前6時～午前8時

午後7時～午後11時

夜 間 
午後11時～午前6時 

法基準 65デシベル 60デシベル 50デシベル 

自主基準値 60デシベル 50デシベル 45デシベル  
④ 振動 

項 目 
昼 間 

午前8時～午後7時 

夜 間 

午後7時～翌日の午前8時

法基準 65デシベル 60デシベル 

自主基準値 60デシベル 55デシベル 
 
⑤ 悪臭 羽島市告示の規制基準を基準値とします。 

 

② 排水  プラント排水：クローズドシステム（場外無放流） 
生 活 排 水：下水道放流    雨 水 排 水：河川放流 

 ８ 配置計画図 

※大気汚染防止法のばい煙発生施設から排出される硫黄酸化物
の規制方法。大気汚染の程度によって全国を16段階の地域
に分け、数値が小さくなればなるほど規制が厳しい。 
（岐阜市・羽島市のＫ値：11.5） 

次期ごみ処理施設完成イメージ図 



   

 

 

前計画（平成３０年３月に策定）からの主な追加・変更点 

 

変更内容 

建設用地の水害時の該当地域を「浸水高0.5～3ｍ」から「浸水高5～10

ｍ」に変更しました。また、震災の最大震度を6 弱から6 強に変更しまし

た。（本文ｐ7） 
 

変更理由 

根拠資料等を最新版のものに更新したために変更。 

 

変更内容 

地域貢献施設の配置も含め、配置計画図を変更しました。（本文ｐ127～

132） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【変更前】             【変更後】  

変更理由 

地域貢献施設も含め、ごみ処理施設の大きさ等をプラントメーカーへのア

ンケートを参考に再設定し、安全で利用しやすい場内の車両動線や入口等の

配置を新たに検討したことによる変更。 

 

追加内容 

灰処理方法について、プラントメーカーや民間事業者へのアンケート結果

を踏まえた検討結果を追加しました。（本文ｐ92～97） 

具体的には、ごみ処理方式は、焼却施設（ストーカ式、流動床式）、ガス

化溶融施設（シャフト炉式、流動床式）のいずれかの方式から選択する形で

発注予定のため、今後、ごみ処理方式と灰処理方式双方を踏まえた最適な施

設運営が可能となる事業発注方法について検討することとしています。 

なお、今後の検討にあたっては、経済性を優先することとします。 

 

変更内容 

・施設規模を「132t/日」から「130t/日」に変更しました。（本文ｐ25）

・計画ごみ質の設定値を変更しました。（本文ｐ27～34） 
 
変更理由 

平成29、30 年度のごみ処理実績、ごみ質の調査結果等を踏まえ、新た

に算出したために変更。 

 

追加内容 

地域住民等が利用可能な避難施設、入浴施設等の機能を持った地域貢献施

設の計画を追加しました。（本文ｐ78～82） 

具体的には、地域貢献施設は、多目的会議室、浴場、調理室、キッズルー

ム、トレーニングルーム等で構成し、必要なエネルギーはごみの焼却に伴い

発生する熱から回収することとしています。 

また、配置計画はごみ処理棟とは別棟とし、管理事務所・見学者施設と合

棟とする計画です。 

 

追加内容 

「地点別浸水シミュレーション検索システム」より、建設用地は木曽川が

氾濫した場合、最大規模として５～６ｍ浸水するとされているため、浸水対

策について追加しました。（本文ｐ86～90） 

具体的には、プラットホーム及び重要機器は上階へ設置し、１階出入口に

は防水扉を採用することとしています。 

また、盛土の高さについては、周辺に圧密沈下による影響がない高さを今

後、検討することとしています。 

 

追加内容 

土木・建築系計画の基本方針に「洪水時の被害を少なくする浸水対策」を

追加しました。（本文ｐ98） 

具体的には、「盛土造成により地盤面をかさ上げするとともにプラットホ

ームや電気室等の重要な部屋は浸水水位以上に設置することとする。また、

浸水水位以下にある出入口部は防水シャッターや防水扉を設置し、極力、水

の侵入を防ぐこととする。」としています。 

 

変更内容 

造成工事について、建設用地の計画地盤高を「現況と同レベルとする」か

ら、「浸水対応のため、圧密沈下により周辺に影響がない高さで盛土を行う」

へ変更しました。（本文p102～103） 
 

変更理由 

「地点別浸水シミュレーション検索システム」より、建設用地は木曽川が

氾濫した場合、最大規模として５～６ｍ浸水するとされているために変更。 

 

変更内容 

運営主体について、「PFI 等導入可能性調査結果に準じるものとする」か

ら、「事業を一括して民間事業者に委託するDBO 方式により事業実施を行

う」へ変更しました。（本文ｐ121） 
 

変更理由 

今年度実施したPFI 等導入可能性調査において、事業方式毎に比較・評価

したところ、DBO 方式が最も有利であるとの結果となったために変更。 

 

変更内容 

建設費及び運営費の概算事業費を変更しました。（本文ｐ13３～137） 

 

【変更前】             【変更後】 

項 目 金額（消費税抜き） 

概算建設費 134 億円～143 億円

概算運営費

（20 年間）
87 億円～115 億円

（どちらも土地購入費、売電収入、灰処理費用、地域貢献施設の建設費用を除く） 
 
変更理由 

プラントメーカーへのアンケートを参考に再算出したことによる変更。 

なお、直近の他都市における受注実績においても建設費・運営費は増加傾

向にあります。 

 

変更内容 

PFI 等導入可能性調査については、一年前倒して令和元年度に実施しまし

た。また、令和2～3 年度に要求水準書（案）の作成を追加しました。（本

文ｐ15２） 
 
変更理由 

前計画におけるスケジュールから、前倒しての実施が可能であると確認で

きたことによる変更。 

 １ 災害想定（変更）  ５ 施設規模 及び 計画ごみ質（変更） 

 ６ 地域貢献施設（追加）  ２ 浸水対策（追加） 

 ８ 灰処理方法（追加）

 ３ 土木・建築計画基本方針（追加） 

 ４ 造成計画（変更） 

 ９ 事業運営計画（変更）

 11 施設整備スケジュール（変更）

 10 概算事業費（変更） 

７ 配置計画図（変更） 

項 目 金額（消費税抜き） 

概算建設費 140 億円～178 億円

概算運営費 

（20 年間） 
73 億円～145 億円 

浸水対策のイメージ図 

関 連 

関 連 

関 連 

見学者施設

管理事務所

地域貢献施設

ごみ処理棟

施設配置のイメージ図 入浴施設（浴場）のイメージ
（「リフレッシュプラザ平塚」のＨＰより） 

関 連 

想定浸水高 


